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研究成果の概要（和文）：在宅療養者の医療処置に対応できる訪問看護師に必要な教育・研修内

容、研修方法を明らかにすることを目的とした。在宅療養者で医療処置を伴う患者へ看護を提

供している訪問看護師の看護技術の現状と研修ニードを調査、さらに、各施設の管理者へ教育・

研修制度、研修への参加の状況等を調査した。その結果、訪問看護師の看護技術の現状と研修

ニードが把握でき、訪問看護師の看護技術に関する教育・研修方法の示唆が得られた。 

 

研究成果の概要（英文）：To identify the skills required to visiting nurse at home for medical 

treatment. I investigated a nursing technology and the training need of the visit nurse who 

offered nursing to the patient with medical measures in home care people. As a result, I 

understood the nursing technique of the visit nurse and training need, education, the training 

method about the nursing technique of the visit nurse. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 在宅看護は海外でも活発に議論されて

いる分野であり、米国では医療ニーズに対

応した専門看護師が活躍し研究も活発に

行われている。 

在宅療養は文化・社会的に影響をうける

ものであり日本での訪問看護師の日本の

状況を調査することは非常に重要である

と考える。 

医療提供体制の改革に伴い、平均在院日

数の短縮と在宅医療の推進が図られ、在宅

医療を進める上で不可欠となるのが訪問

看護の充実である。厚生労働省１）でも、訪

問看護の充実に関して「医療提供体制の改

革のビジョン案」、「新たな看護のあり方に

関する検討会報告書」及び「看護師等によ

るＡＬＳ患者の在宅療養支援に関する分

科会報告書」において訪問看護推進の必要

性が指摘され、2004 年度から各都道府県

において訪問看護推進協議会を設置し、Ａ

ＬＳ患者・がん末期患者などの自宅で療養

している患者を支える看護師の専門技術

向上を目差した研修事業が進められてい

る。しかし、この研修事業は、全国的には

あまり進んでいない現状が報告されてい

る２）。これは、訪問看護ステーションで働

く訪問看護師は平均 4.6 であり３）、医療ニ

ーズを持った患者へ看護を提供している

ステーションは 24 時間体制や緊急時の対

応を行っていることから、日々の業務の中

から時間と人員の調整が必要となるため

研修会への参加が難しい現状が伺える。経

験からも訪問看護師として働いていた時

は、研修を受ける時間、スタッフを研修に

出す時間も作れず、訪問看護ステーション

の看護師達で勉強会を細々と行っていた。

また、地域では各訪問看護ステーションの

連絡会を企画し、勉強会を開催していたが

個人のプライベートな時間を使用して参

加するという形態で参加者はなかなか増

えなかった。 

現在は、医療処置を行う患者が増え、訪問

看護の援助内容にも変化がみられている。

以前には、在宅療養生活が不可能であった

患者でも、医療機器を装着し医療処置を継

続しながら、在宅生活を送る患者たちが増

加した。さらに、介護保険の改正に伴い、

がん末期患者の在宅療養者数の増加も予

想され、高度な医療処置を適切に行える訪

問看護師の充実が必要と考える。特に、医

療処置を必要とする患者は、その医療処置

に生命維持がゆだねられているため、訪問

看護師が医療機器を管理し、適切な看護技

術を提供していくことが療養生活を維持

していくための大きなポイントとなる。 

看護師の看護技術に関する教育方法、現

任教育については数多くの研究が行われ



ており、看護基礎教育における在宅看護論

の看護技術に関する内容の研究も行われ

ている。しかし、訪問看護師の医療ニーズ

に対応した看護技術の教育・研修に関する

研究は多くは行われていないのが現状で

ある。 

在宅では、訪問看護師がゲストであり、

利用者の自宅に 1 人で訪問し、対象により

違う環境で看護を実践する。また、訪問回

数・時間も限られ、施設看護とは異なる看

護形態であり、さらに、経営面を考慮する

必要があり、これまで行われてきた施設の

看護師を対象とした研究の知見をそのま

ま用いる事はできないと考える。さらに、

訪問看護は、病院などの施設看護とは異な

り、看護師が直接ケアを展開するのは週数

回の限られた時間であり、その限られた時

間で、１人で訪問し看護を提供するという

責任がある。そのため、医療処置に対応で

きる訪問看護師の教育・研修システムが望

まれている。 

 

１）看護問題研究会監修:厚生労働省｢新た

な看護のあり方に関する検討会｣報告書,

看護協会出版会,2004. 

２） 朝日 新聞 :訪 問 看護 師  研修 進ま

ず,2006 年 5 月 22 日(日刊),13 版,44754

号. 

３）川越博美：訪問看護研修テキスト，日

本看護協会出版会，2-16，2005. 

２．研究の目的 

 

 本研究は、在宅療養者で医療処置を必要

とする患者へ看護を提供している訪問看

護師の看護技術に焦点をあて、訪問看護師

の看護技術の現状と研修ニードについて

調査する。また、訪問看護ステーションの

管理者へは、教育・研修制度、研修への参

加の状況、経営状態等を調査し、医療処置

に対応できる訪問看護師に必要な教育・研

修内容、研修方法を明らかにする。さらに、

地域での訪問看護ステーションのネット

ワークを活用した医療処置に対応できる

訪問看護師に必要な教育・研修内容、研修

方法を明らかにすることを目的とした。 

 

 

３．研究の方法 

 

 看護師の看護技術に関する教育方法、現

任教育、訪問看護師の看護技術、医療処置

等の文献検討し、アンケートの調査内容、

方法を検討した。また、地域連携における

研修の調査依頼を行う A 県の訪問看護ス

テーションの管理者とミーティングを開

き、地域連携における研修の調査方法の体

制を整えた。 

文献検討、当事者との面接調査から訪問

看護師へのアンケートの調査内容を決定

し、A 県内の訪問看護師へ医療処置の現状



と必要な知識・技術、さらに、医療処置を

提供していく中で、難しいと感じる技術、

研修を受けたい内容、ニーズについて調査

した。訪問看護ステーションの管理者へは、

各ステーションの教育・研修状況と経営状

況を調査し、訪問看護師に必要な技術に関

した教育・研修内容を把握した。 

 

（１）訪問看護師へのアンケート対象者と

調査内容 

A 県訪問看護ステーション協議会名簿

の全 151 施設の訪問看護師、1 施設 3 名

を対象に医療処置を提供する訪問看護師

の看護技術に関するアンケート調査を行

った。 

調査内容は、医療処置に伴う看護技術の

内容、援助方法等の看護技術を提供してい

る訪問看護師の現状と医療処置を提供し

ていく中で難しいと感じる技術、研修を受

けたい内容、方法などのニーズ等である。 

 

（２）訪問看護ステーションの管理者への

アンケート対象者と調査内容 

A 県訪問看護ステーション協議会名簿

の全 151 施設の管理者（151 名）を対象

に、訪問看護ステーションの各施設におけ

る医療処置を提供する訪問看護師の看護

技術に関する教育、研修アンケート調査を

行った。 

調査内容は、各ステーションの教育方

法・研修制度、看護技術に関するマニュア

ルの作成・活用状況、研修への参加の状況、

経営状態である。 

 

 

４．研究成果 

 

（１）訪問看護師・訪問看護ステーション

の管理者へ医療処置に関するアンケート

調査結果の概要 

 

 A 県内の訪問看護師と訪問看護ステーシ

ョンの管理者へ医療処置に関するアンケ

ート調査行い、164 名から回答を得られた

（有効回答率 36.2％）。対象は全て女性で

あり、平均年齢 44.3±7.7 歳、訪問看護経

験は 6.0±4.7 年であった。 

訪問看護での医療処置の実施状況は、褥

瘡管理法は対象者全てが実施していた。初

めて実施した処置で割合の高かったのは、

在宅酸素療法 42.7％、在宅経管栄養（胃瘻

含む）、腎瘻・尿管皮膚瘻管理法 40.2％で

あった。実施が低かったのは、在宅自己腹

膜潅流法 14.0％、在宅がん化学療法 17.1％

であった。これまでの訪問看護で実施した

ことのない処置で割合の高かったのは、在

宅自己腹膜潅流法 51.8％、在宅がん化学療

法 40.9％であった。 

１か月間（平成 22 年 2 月）で実施した

処置の多かったものは、褥瘡管理法、膀胱



留置カテーテル管理法であり、少なかった

ものは、自己腹膜潅流法、在宅がん化学療

法であった。 

医療処置の実施に際し難しい技術は、自

己腹膜潅流法、在宅人工呼吸療法であった。 

 研修を受けたことのある処置は、褥瘡管

理法 42.1％、在宅人工呼吸療法 38.4％、

がん末期疼痛管理法 34.8％が高く、膀胱留

置カテーテル法 6.7％、在宅自己注射 7.3％

が低かった。 

研修ニードが高い医療処置は、自己腹膜

潅流法、在宅人工呼吸療法、在宅がん化学

療法、がん末期疼痛管理法であった。 

訪問看護での医療処置の実施状況では、

褥瘡管理法は全員が実施しており、研修も

受講率も高く、在宅にて褥瘡管理法を実施

する機会が多いためと考える。自己腹膜潅

流法、在宅がん化学療法は、訪問看護での

医療処置の実施状況は低く、訪問看護で実

施したことのない割合も高い結果であっ

た。現状では、実施の少ない処置に関して

も研修を受講したい割合が高かった。これ

は、自己腹膜潅流法、在宅がん化学療法が

病院等の臨床の場でも経験することが少

なく、在宅では看護師が直接ケアを展開す

るのは週数回の限られた時間であり、その

限られた時間に１人で処置を提供すると

いう責任があるため研修ニードが高いと

考えられる。 

今回の研究により訪問看護師が訪問看護

を行う上で、褥瘡管理、在宅酸素療法、在

宅経管栄養（胃瘻含む）、腎瘻・尿管皮膚

瘻管理法の医療処置を身につけておく必

要があると考えている。 

 

（２）地域の訪問看護ステーションのネッ

トワークの構築 

 

今回の研究では、A 県の訪問看護ステー

ションのネットワークを活用した医療処

置に対応できる訪問看護師に必要な教

育・研修内容、研修方法を明らかにするこ

とを目的としたが、研修・教育においての

各訪問看護ステーションのネットワーク

を構築することができなかった。この理由

として、地域における訪問看護ステーショ

ンの教育連携とその研修方法について全

ステーションの 9施設が参加する勉強会の

開催や相互研修や勉強会の内容を調査す

ることができず、各ステーションでの教

育・研修状況を把握することができなかっ

た。これは、運営施設の違う訪問看護ステ

ーションの運営・経営状況の違い、教育・

研修への意欲や姿勢の違いから研修ネッ

トワークを構築することができなかった。 
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